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研究成果の概要（和文）：本研究では、会計利益と課税所得の一致（BTC）の程度が会計情報の有用性にどのような影
響を与えるのかを分析した。BTCに関する論争は、10年ほど前からあるものの、研究が蓄積してこなかったという現状
があった。分析の結果、BTCが強い場合、報告利益の有用性は税務調査確率に関して増加的、一方、BTCが弱い場合、有
用性は税務調査確率に関して減少的となった。また、キャッシュフローの不確実性が大きい場合、または経営者のタイ
プの不確実性が小さい場合において、BTCが強い方がより、会計利益の有用性が高まることを発見した。

研究成果の概要（英文）：This research investigate how a degree of book-tax conformity (BTC) affect a value
 relevance of accounting earnings. The pros and cons of requiring BTC have been discussed more than a deca
de ago. However, there have been little previous studies in this area. The results of this research are as
 follows. If the degree of BTC is high, the value relevance of accounting earnings is increasing in the ta
x audit probability. On the contrary, if the degree of BTC is low, the value relevance is decreasing in th
e tax audit probability. Further, if the uncertainty of cash flow is high and/or the uncertainty of manage
r's type is low, BTC enhances the value relevance.
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１．研究開始当初の背景 
 企業会計は適正な期間損益計算を目的と
し、収益と費用の差額として会計利益を計算
するのに対し、税務会計では課税の公平を目
的とし、益金と損金の差額として課税所得を
計算するため、会計利益と課税所得は一般的
には一致しない。わが国においては会計と税
務の結びつきが強いため、会計利益と課税所
得の差異（book-tax differences; BTD）は生
じにくい一方、米国などでは比較的 BTD が
大きい。世界各国を見渡してみても、日本の
ように会計と税務の一致の程度が強い（BTD
の規模が小さい）国がある一方、米国のよう
に一致の程度が弱い（BTD の規模が大きい）
国もあるが、このような制度の違いが、経営
者の行動にどのようなインセンティブの違
いを生じさせ、さらには会計情報の有用性に
どのような違いを与えるのか考察すること
は大変興味深い。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、上述したように、会計と

税務の一致の程度が強いか弱いかによって、
経営者の利益マネジメント行動および租税
回避行動がどのように変化し、さらに利益情
報の価値関連性（value relevance）がどのよ
うに異なるかを理論的に検証することであ
る。会計と税務の一致の程度と価値関連性に
ついては、近年、実証研究が盛んにおこなわ
れている分野ではあるが、理論研究はほとん
ど存在していない。 
これまでの実証研究における主要な結論

は次のとおりである。Ali and Hwang (2000)
をはじめとする研究において、日本のように、
税務との一致の程度が高い国の利益は、キャ
ッシュ・フローとの相関が高くなるため、利
益情報の価値関連性は低いと報告されてい
る。一方、Hanlon (2005) では、一致の程度
が低い（BTD が大きい）と利益の持続性が低
いと報告されており、この結果は一致の程度
が高いほうが利益の有用性は高くなると予
想される。また、Graham and King (2000) 
では、インドネシア、韓国、マレーシア、フ
ィリピン、台湾、タイを比較して、韓国は税
務との一致の程度が高いが、会計情報の価値
関連性は特に劣ってはいないと報告されて
いる。 
以上の結果から、実証研究において、一致

の程度と価値関連性の関係にコンセンサス
が得られているとは言いがたい。一致の程度
が高いと価値関連性が低いと主張する研究
では、税務との一致の程度が高いと企業の節
税や租税回避が優先されて、投資家の意思決
定に対する有用性が軽視されるという論理
が一般的である。一方、逆の実証結果が得ら
れるのは、税務との一致が高いと、経営者の
利益マネジメント行動を抑制する効果があ
るため、利益に含まれるノイズを減少させる
効果があると考えられている。 
 

３．研究の方法 
大日方（2007）でも指摘されているように、

税務との一致の程度と会計情報の有用性と
の間には相当に距離があり、その因果関係に
関する仮説について、理論的根拠はいまだ不
明である。本研究では、会計と税務との一致
に関する理論モデルを構築することによっ
て、「どのような条件下において、一致の程
度と価値関連性とのあいだに正の相関、ある
いは負の相関があるのか」を明らかにし、先
行研究における論争に一石を投じることを
目的としている。この結果は、IFRS とのコ
ンバージェンスが議論となっている昨今、各
国の税制が会計制度とどのようなつながり
を持つべきかを示唆するという意味で、大き
な意義のある研究となるだろう。 
 
４．研究成果 
 一般的に、コンフォーミティ・モデルの報
告利益には、税務戦略の情報を含むため、デ
カップリング・モデルにおける利益よりもノ
イズが大きくなり、価値関連性を低下させる
要因となる。しかし、コンフォーミティ・モ
デルにおいて利益操作を行なおうとすると、
納税額も大きくなるため、経営者にとっては
利益操作を抑制するインセンティブとなり、
結果として報告利益のノイズを減少させ、価
値関連性を上昇させる効果もあるはずであ
る。全体として、価値関連性が上昇するか低
下するかは、これらの効果の大小関係に依存
する。 
 より具体的には、コンフォーミティ・モデ
ルの場合、報告利益の価値関連性は税務調査
確率に関して増加的、一方、デカップリン
グ・モデルの場合、報告利益の価値関連性は
税務調査確率に関して減少的となった。また、
キャッシュ・フローの不確実性が大きい場合、
または経営者のタイプの不確実性が小さい
場合において、コンフォーミティ・モデルの
価値関連性がデカップリング・モデルよりも
高まることを発見した。 
 この結果は、重要な実証命題を示唆してい
る。すなわち、近年論争となっていた「どち
らのシステムがより意思決定有用性の観点
から望ましいか」という問いに答えることが
できる。たとえば、新興国などはキャッシ
ュ・フローの不確実性が大きいと考えられる
ため、コンフォーミティ・モデルを採用した
方が価値関連性は高くなる可能性が高い。一
方、経営者に関する情報開示が進んでいる国
などは経営者のタイプの不確実性が小さい
と考えられ、そのような国でもコンフォーミ
ティ・モデルの方が価値関連性は高くなる可
能性が高い。これを日本に当てはめて考えて
みると、キャッシュ・フローの不確実性は小
さく、経営者のタイプの不確実性も世界各国
と比べて小さいだろう。日本では、従来から
経営者報酬において固定給割合が大きく、さ
らに経営者報酬の情報開示が進んできてい
る点からも、経営者タイプの不確実性は小さ



いものと推察できる。したがって、このよう
な場合はどちらのシステムが望ましいか判
断が難しいが、少なくとも日本がコンフォー
ミティをとっていることの合理性を一部説
明できていると考えられる。今後はこの結果
を実際のデータを用いて検証していく必要
があるだろう。 
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